
２．医療保険

保険料（約１割） 公費（５割）

前期
高齢者

　65歳

（注）加入者数は、国の平成30年度予算ベースの数値

後期高齢者支援金（約４割）

（国保・被用者保険から）

後期
高齢者

　75歳

　医　療　保　険　制　度　の　概　要

国民健康保険

（市町村・国保組合が運営）
約3,340万人

後期高齢者医療制度（各都道府県広域連合が運営）

約1,750万人

保険者間の財政調整（前期高齢者加入割合の偏在を是正）
約1,700万人（再掲）

（内訳：国保約1,280万人、協会けんぽ約310万人、健保組合約90万人、共済組合約10万人）

◎ 公　費　　50％

 ・国　41％

　（定率負担金32％、調整交付金9％）

 ・県　 9％

◎ 保険料　　50％

被用者保険

（協会けんぽ約3,950万人、健康保険組合約
2,880万人、共済組合約850万人）

　　国　　4/6
　　県　　1/6
市町村　1/6

前期交付金

退職者交付金

退職者医療制度

（経過措置）
約23万人（再掲）

Ⅱ２（１）
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（２）国民健康保険

ア 制度の概要

国民健康保険は、被用者保険の対象とならない農林漁業従事者等を対象とする医療保険と

して昭和 13年に創設されました。（当初は任意加入）

昭和 36 年には、国民皆保険達成の基盤としての役割を果たし（強制加入となる。）、更に

昭和 40年から被保険者全員に７割給付を実施するなど、その事業内容は著しく向上しまし

た。

その後、昭和 58 年２月に老人保健法が施行され、昭和 59 年 10 月には退職医療制度が、

また、平成 20 年４月からは後期高齢者医療制度が創設されました。

高知県内では、34 市町村及び１国保組合（同種の業務に従事する者で組織する。高知県

医師国保組合の１組合）の計 35 団体（平成 30年３月末現在）が保険者となって運営して

います。

平成 27 年（2015 年）持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一

部を改正する法律が公布、平成 30年（2018 年）4月から施行され、都道府県が国保の財政

運営の責任主体として、市町村とともに国保の保険者となりました。

イ 被保険者の状況（市町村国保）

県人口と同じように、国保の世帯数、被保険者数とも年々減少しています。現在の市町村

国保に占める県民の加入割合は、約 25％となっています。

年齢構成では、全国と比べて 20 代～40 代の割合が少なく、50 代以上の割合が高くなって

います。

○世帯数・被保険者数の推移（各年度末現在）

○被保険者の年齢構成（H30.9 月末現在）

25

26

27

28

29
【出典】国民健康保険事業状況報告書（事業年報）、総人口：各年度末の翌日（4月1日）現在の総務省統計局及び高知県統計課による人口推計

高知県
被保険者数（人）

前年度比 前年度比 前年度比 総人口比

125,741 736,748 193,908 98.6% 13,317 86.8% 207,225 97.8% 28.1%

123,601 729,920 190,444 98.2% 10,921 82.0% 201,365 97.2% 27.6%

120,418 722,676 186,192 97.8% 7,486 68.5% 193,678 96.2% 26.8%

116,605 715,374 180,486 96.9% 4,380 58.5% 184,866 95.5% 25.8%

113,117 708,182 175,402 97.2% 1,911 43.6% 177,313 95.9% 25.0%

年
度

国保
世帯数

総人口
（人）

一般
（若人）

退職 計

（単位：人）

計 ９歳以下 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

全　国 28,241,005 1,171,821 1,526,406 1,933,875 2,313,350 3,137,462 3,163,678 2,794,784 5,943,698 6,255,931

高知県 176,159 6,742 9,370 8,004 12,279 18,227 20,259 19,790 39,854 41,634

全　国 100% 4.1% 5.4% 6.8% 8.2% 11.1% 11.2% 9.9% 21.0% 22.2%

高知県 100% 3.8% 5.3% 4.5% 7.0% 10.3% 11.5% 11.2% 22.6% 23.6%

－ 92.2% 98.4% 66.4% 85.1% 93.1% 102.7% 113.5% 107.5% 106.7%

【出典】平成30年度国民健康保険実態調査（速報値）

構成比全国比較

被保険者
数

構成割合
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ウ 医療費の状況（市町村国保）

平成 29 年度における国保の医療費は、767 億 4,978 万円で、前年度（785 億 8,929 万円）

に比べて 2.3％減少しています。

一般は 753 億 2,155 万円（0.9％減）、退職が 14 億 2,823 万円（45.0％減）となっています。

被保険者一人当たりの医療費は、420,471 円で、前年度 411,083 円に比べて 2.3％増加して

います。

一般は 419,991 円（2.3％増）、退職が 447,442 円（5.0％増）となっています。

○医療費の推移

○一人当たり医療費の推移

　(単位：千円)

【出典】国民健康保険事業状況報告書（事業年報）

全　　体 一　般（若　人） 退　　職

前年度比 前年度比 前年度比

25 79,639,441 101.4% 73,604,092 102.2% 6,035,349 93.0%

26 79,706,229 100.1% 74,672,396 101.5% 5,033,832 83.4%

27 81,012,980 101.6% 77,060,094 103.2% 3,952,886 78.5%

28 78,589,298 97.0% 75,991,552 98.6% 2,597,746 65.7%

29 76,749,782 97.7% 75,321,548 99.1% 1,428,233 55.0%

年　度

【出典】国民健康保険事業状況報告書（事業年報）

（単位：円）

全　　　体 一　　般（若　人） 退　　　職

前年度比 全国比 順位 前年度比 全国比 順位 前年度比 全国比 順位

25 376,156 103.6% 115.9% 9 374,267 103.7% 116.7% 9 400,833 103.0% 102.7% 16

26 386,318 102.7% 115.9% 9 385,394 103.0% 116.6% 9 400,560 99.9% 102.3% 16

27 406,635 105.3% 116.3% 8 405,941 105.3% 116.9% 8 420,654 105.0% 102.3% 17

28 411,083 101.1% 116.5% 8 410,583 101.1% 116.8% 8 426,279 101.3% 103.9% 15

29 420,471 102.3% 116.1% 8 419,991 102.3% 116.3% 8 447,442 105.0% 104.8% 16

年　度
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エ 保険料（税）の状況 （市町村国保）

平成 29 年度の被保険者一人当たりの保険料（税）調定額は、前年度より 3.3％増の 90,414

円、一世帯あたりでは、前年度より 1.9％増の 142,538 円となっており、全国平均に比べ約９

割の額で推移しています。全国と比べ、一人当たり所得が低く、所得に占める保険料（税）

の割合が高くなっています。

保険料の収納率は、平成 29 年度は 94.69％で、前年度の全国平均を２～３ポイント上回っ

ています。

○調定額・収納率の推移

○一人当たりの所得の状況（旧ただし書き所得） ○所得に占める保険料の割合

○保険料（税）軽減世帯数状況

25

26

27

28

29

【出典】国民健康保険事業状況報告書（事業年報）

高　　知　　県 全　　　国

１人当たり調定額 １世帯当たり調定額 １人当たり調定額 １世帯当たり調定額

金　額 前年比 全国比 金　額 前年比 全国比 金　額 前年比 金　額 前年比

84,054 ― 90.2% 139,216 ― 87.9% 92.51% 93,175 ― 158,464 ― 90.42%

84,560 100.6% 90.7% 138,605 99.6% 88.6% 92.92% 93,203 100.0% 156,508 98.8% 90.95%

84,740 100.2% 92.0% 137,151 99.0% 90.0% 93.36% 92,124 98.8% 152,352 97.3% 91.45%

87,561 103.3% 93.0% 139,896 102.0% 91.5% 94.04% 94,140 102.2% 152,930 100.4% 91.92%

90,338 103.2% 94.9% 142,538 101.9% 93.9% 94.63% 95,239 101.2% 151,767 99.2% 92.45%

年
度 収納率 収納率

25 25 25

26 26 26

27 27 27

28 28 28

29 29 29

【出典】国民健康保険実態調査　※所得（各年度の前年の所得） 【出典】国民健康保険実態調査

高　　知　　県 全国

１人当たり所得 １人当たり所得

金　額 前年比 全国比 金　額 前年比 割合 全国比 割合

447,365 102.8% 68.8% 650,650 102.8% 18.8% 131.2% 14.3%

456,908 102.1% 67.6% 675,664 103.8% 18.5% 134.2% 13.8%

466,931 102.2% 70.2% 665,036 98.4% 18.1% 131.0% 13.9%

502,298 107.6% 73.5% 683,355 102.8% 17.4% 126.5% 13.8%

518,510 103.2% 75.0% 690,913 101.1% 17.4% 126.4% 13.8%

年
度

年
度

年
度

高知県 全国

【出典】高知県：国民健康保険保険基盤安定負担金データ　全国：国民健康保険実態調査

※四捨五入の関係で構成割合計が100%にならない場合がある

軽減世帯

構成割合 構成割合 構成割合 構成割合

高知県 121,833 46,284 38.0% 19,712 16.2% 13,277 10.9% 42,560 34.9%

全　国 19,253,230 5,621,650 29.2% 2,543,350 13.2% 2,103,350 10.9% 8,984,880 46.7%

全国比較 － 130.1% 122.5% 99.8% 74.9%

高知県 117,766 44,670 37.9% 19,105 16.2% 13,046 11.1% 40,945 34.8%

全　国 18,509,600 5,491,350 29.7% 2,466,850 13.3% 2,052,650 11.1% 8,498,750 45.9%

全国比較 － 127.9% 121.7% 99.9% 75.7%

年　度 計 軽減無
7割軽減 5割軽減 2割軽減

平成28年度

平成29年度
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オ 財政の状況（市町村国保）

国民健康保険制度の財源は、65歳から 74歳までの前期高齢者の割合に応じて現役世代が
加入する医療保険からの前期高齢者交付金と、被保険者が負担する保険料（税）、国が負担

する国庫負担（補助）金、県の補助金、市町村の一般会計からの繰入金等によって構成され

ています。

最近５年間の決算収支の推移は、被保険者に高齢者が多いため医療費が多いこと、また、

被保険者に占める低所得者層の割合が高いことなどの厳しい状態が続いており、平成 29年度
の単年度実質収支は 12保険者が赤字となっています。

○高知県市町村国保の財政の概要

○収支の状況

高知県　市町村国保財政の概要（平成29年度決算ベース）

保険財政共同安定化事業
○市町村国保間の保険料の平準化や財政の

安定化を図るため、各市町村からの拠出金
を財源として、都道府県単位で費用負担を
調整。
・平成18年10月から１件30万円超の医療費を対象と
して始まり、平成27年度から1円以上の医療費が対象

高額医療費共同事業負担金

市町村への地方財政措置

保険基盤安定制度
【保険者支援分】

低所得者数に応じ、保険料額の一定割合
を公費で支援

○負担割合

国1/2、都道府県1/4、市町村1/4
■H29県決算額 441,703,287円

【保険料軽減分】
低所得者の保険料軽減分を公費で補填
○負担割合
都道府県 3/4、市町村1/4

■H29県決算額 2,505,454,961円

都道府県調整交付金
９％

（4,136百万円）

調整交付金(国)
９％(高知県15％)
（7,000百万円）

保険者支援分(1,766百万円)

保険料軽減分
（3,340百万円)

保険財政共同
安定化事業

（30年度以降廃止)

５０％（保険料） ５０％（公費）

特定健康診査等負担金
○特定健康診査、特定保健指導の経費を国

と県が負担
○負担割合 国、県、市町村 各1/3
■H29県決算額 105,720,000円

高額医療費共同事業
○高額な医療費（1件80万円超）の発生によ

る国保財政の急激な影響の緩和を図るため、
各市町村国保からの拠出金を財源として都
道府県単位で、費用負担額を調整。
○拠出金に対する負担割合
国、都道府県 各１/４

■Ｈ29県決算額 601,395,080円

都道府県調整交付金
○1号交付金

市町村間の医療費及び所得水準の格差を考慮し調整するために
交付
○2号交付金
国保事業の運営の安定化に資する事業を行う市町村に対し交付

■Ｈ29決算額 4,136,180,000円

前期高齢者交付金
○国保・被用者保険の65歳
から74歳の前期高齢者の加
入割合の偏在による保険者
間の財政の不均衡を、各保
険者の前期高齢者の加入者
割合により調整

調整交付金（国）
○普通調整交付金（７％）

市町村保険者間の財政力の不均衡等（医療費、所
得水準）を調整するために交付
○特別調整交付金（２％）
画一的な測定方法では措置できない特別事情（災

害等）を考慮して交付

退職者医療制度
○退職者後の国保加入者は、

低所得の一方で、加齢によ
り医療費は高い。国保保険
者の負担減少のため、被用

者保険ＯＢが65歳に達する
までの医療給付費等は被用
者保険からの拠出金と本人

の保険料により賄う
※平成26年度末の退職被

保険者が65歳に達するまで
の経過措置

高知県全体給付費等総額：約８３，７２７百万円
（保険財政共同安定化事業、高額医療費共同事業分を除き、前年度繰上充用金を含む）

療養給付費

等交付金

（1,590百万
円）

退職被保険

者分保険

料・税
（324百万
円）

前期高齢者

交付金

（28,762百万円）

定率国庫負担

（療養給付費等負担金）

３２％

（15,537百万円）

法定外一般会計繰入等

（953百万円）

財政安定化支援事業

（1,389百万円）

一般被保険者分

保険料（税）

（16,276百万円）

財政調整基金繰入金・前年度繰

越金(926百万円)

特定健康診査等負担分(212百万円)

保険者数 金　額 保険者数 金　額 保険者数 金　額 保険者数 金　額
25 98,945,492 99,200,759 ▲ 255,267 19 601,595 15 1,386,001 4 72,659 30 1,409,220

26 99,098,735 99,806,343 ▲ 707,608 14 666,530 20 1,560,845 4 146,602 30 1,184,787

27 111,311,781 112,589,830 ▲ 1,278,049 19 921,174 15 1,795,037 13 559,970 21 870,124

28 110,589,077 110,348,412 240,665 19 1,033,396 15 1,488,345 21 1,279,456 13 342,870

29 108,712,446 107,167,756 1,544,691 20 1,455,903 14 791,418 22 1,622,022 12 246,869

支出済額収入済額年度 赤字黒字
実質収支（一般分）

黒字 赤字
単年度実質収支（一般分）

収支差引額
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（３）後期高齢者医療制度

ア 制度の概要

後期高齢者医療制度は、高齢者の医療費の負担を高齢者世代と現役世代で明確にし、公平

でわかりやすい制度とする観点から、原則 75歳以上の方を対象とした医療保険制度として、

平成 20 年４月からスタートしました。

この制度は、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、都道府県ごとに設置している

広域連合が運営しており、高知県においては県内すべての市町村が加入する高知県後期高齢

者医療広域連合が主体となって、市町村と事務を分担しています。

イ 被保険者の状況

全国の被保険者数は、毎年２～３％増加していますが、高知県は２％未満となっており、伸び率

は全国より低くなっています。しかし、全国より高齢化が進んでいることから、総人口に占める割

合は、全国より約４％高くなっています。

年齢構成では、特に 85 歳以上の高齢者の割合が全国より高くなっています。

○被保険者数の推移（各年度末現在）

○被保険者の年齢構成（平成 29 年度末現在）

表１　被保険者数の推移（各年度末現在）

対前年度比 総人口比 対前年度比 総人口比

24 747,220 121,820 100.85% 16.30% 127,354 15,168,379 102.95% 11.91%

25 739,362 121,519 99.75% 16.44% 127,136 15,435,518 101.76% 12.14%

26 732,560 121,809 100.24% 16.63% 126,910 15,767,282 102.15% 12.42%

27 722,861 122,857 100.86% 17.00% 126,939 16,236,819 102.98% 12.79%

28 715,374 124,691 101.49% 17.43% 126,975 16,777,798 103.33% 13.21%

29 708,182 125,350 100.53% 17.70% 126,761 17,218,881 102.63% 13.58%

高知県　 全国

【出典】被保険者数：　厚労省『後期高齢者医療事業年報』

　　　　総人口：各年度末の翌日（4月1日）現在の総務省及び高知県統計課による人口推計　

年度 総人口
（人）

被保険者数
（人）

総人口
（千人）

被保険者数
（人）

（単位：人）

全国計 17,218,881 316,720 6,461,516 5,087,728 3,314,362 1,545,332 425,497 67,726

高知県 125,350 1,859 40,807 35,904 27,630 14,361 4,122 667

全国計 100% 1.84% 37.53% 29.55% 19.25% 8.97% 2.47% 0.39%

高知県 100% 1.48% 32.55% 28.64% 22.04% 11.46% 3.29% 0.53%

－ 80.63% 86.75% 96.94% 114.51% 127.66% 133.07% 135.29%構成比全国比較

【出典】後期高齢者医療事業年報

計
65歳以上75歳

未満の

障害認定者

75歳～79
歳

80歳～84
歳

85歳～89
歳

90歳～94
歳

95歳～99
歳

100歳以上

被保険者数

構成割合

＜後期高齢者医療広域連合＞

■資格の管理

■医療費の給付（支払）

■保険料の賦課（決定）

■被保険者証の交付

■その他運営に関すること

＜市町村＞

■各種届出・申請の受付

■被保険者証の引渡し

■保険料の徴収

■広報及び窓口相談

■その他窓口業務



ウ 医療費の状況

平成 29 年度の高知県の後期高齢者医療費は、約 1,464 億 3,597 万円で前年度に比べ約 38

億 9,571 万円、2.7％増加しています。

一人当たりの医療費は、1,171,339 円で、前年度に比べ 17,358 円、1.5％増加しています。

平成 29 年度は、全国平均より約 24％高く、全国第２位と高い水準となっています。

○医療費の推移

○一人当たりの医療費の推移

Ⅱ2(3)ウ

年度 総額（千円） 前年からの増

24 134,087,937 134,086,755

25 136,144,648 2,056,711

26 138,008,666 1,864,018

27 144,566,301 6,557,635

28 142,540,256 △ 2,026,045

29 146,435,970 3,895,714

（単位：千円）

前年比

101.9%

101.5%

101.4%

104.8%

98.6%

102.7%

高
知
県

年度

24

25

26

27

28

29

（単位：円）

高知県
金　額

前年比
全　国
金　額

全国比 順位

1,107,185 100.8% 919,452 120.4% 2

1,120,838 101.2% 929,573 120.6% 2

1,137,065 101.4% 932,290 122.0% 2

1,184,293 104.2% 949,070 124.8% 2

1,153,981 97.4% 934,547 123.5% 2

1,171,339 101.5% 944,561 124.0% 2

高
知
県

【出典】後期高齢者医療事業年報

【出典】後期高齢者医療事業年報



エ 保険料の状況

保険料率は、２年ごとに見直しが行われ、一人当たりの保険料は、被保険者全員が等しく

負担する均等割額と所得に応じて負担する所得割額から構成され、個人単位で賦課されます。

平成 30・31 年度の高知県の保険料率は、均等割額が 54,394 円、所得割率が 11.42％で、医

療費水準が高い（一人当たり医療費全国２位）ことから、保険料率は高くなっています。

（均等割額全国２位、所得割率全国１位）

しかし、一人当たりの所得は全国より低く、保険料の軽減を受けている方が多いことから、

平均保険料は全国を下回っています。（全国 20 位）

○保険料の推移（軽減前／軽減後）

○一人当たり所得

○保険料軽減対象者数

Ⅱ2(3)エ

均等割額 順位 所得割率 順位 軽減前 順位 軽減後 順位

高知県 51,793 4 10.35% 4 87,882 － 57,372 23

全国平均 44,980 － 8.88% － － － 67,585 －

高知県 54,394 2 11.42% 1 92,211 － 59,187 21

全国平均 45,289 － 9.09% － － － 67,904 －

高知県 54,394 2 11.42% 1 94,537 － 64,416 20

全国平均 45,116 － 8.81% － － － 70,283 －

　　　　　　　　※厚生労働省公表数値（平均保険料額は、保険料率算定時の見込み）

保険料率 平均保険料
年度

平成26・27年度

平成28・29年度

平成30・31年度

年度 金額（千円） 順位 全国比

高知県 540 33 67.16%

全国平均 804 － －

高知県 560 33 67.63%

全国平均 828 － －

高知県 570 33 67.86%

全国平均 840 － －

【出典】厚労省『後期高齢者医療制度被保険者実態調査報告』　※収入から各種控除を差し引く等して得られた所得（基礎控除前）

平成27年度

平成28年度

平成29年度

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、%）

年度 計 ９割軽減
９割軽減の内

被扶養者
8.5割軽減 7割軽減 ５割軽減 ２割軽減 軽減なし

高知県 121,990 41,673 (12,962) 29,266 - 10,481 7,970 32,600

割合 34.16% (10.62%) 23.99% - 8.59% 6.53% 26.71%

全国計 15,950,356 4,815,520 (1,665,896) 2,702,726 - 1,246,997 1,224,209 5,960,904

割合 30.19% (10.44%) 16.94% - 7.82% 7.68% 37.37%

高知県 123,587 40,893 (12,664) 30,117 - 11,176 8,584 32,817

割合 33.09% (10.25%) 24.37% - 9.04% 6.95% 26.54%

全国計 16,475,939 4,803,233 (1,636,228) 2,844,763 - 1,367,736 1,369,105 6,091,102

割合 29.15% (9.93%) 17.27% - 8.30% 8.31% 36.97%

高知県 125,108 32,132 (4,383) 34,978 3,836 12,176 9,285 32,701

割合 25.68% (10.26%) 27.96% 3.07% 9.73% 7.42% 26.13%

全国計 16,989,364 3,649,937 (466,549) 3,348,297 782,095 1,509,784 1,536,091 6,163,160

割合 21.48% (9.94%) 19.71% 4.60% 8.89% 9.04% 36.28%

【出典】後期高齢者医療制度被保険者実態調査報告

27

28

29



オ 財政の状況

後期高齢者医療制度の財源構成は、患者負担を除き約５割が公費により負担され、約４割

が現役世代が加入する医療保険からの後期高齢者支援金、約 1割が被保険者から徴収する保
険料で賄われています。

公費負担には、国、都道府県、市町村の定率負担を中心に財政安定のための様々なしくみ

があります。

○高知県後期高齢者医療広域連合の財政の概要

○平成 29 年度収支の内訳（特別会計）

Ⅱ2(3)オ

←　　５０％（公費）　　→

（51.9%）

←　５０％（保険料）　　→

（48.1%）

　　　　　　　　　

（平成２９年度決算ベース）

国調整交付金
（８．３％）

（高知県：10.2％）
 １３９ 億円

定率都道府県負担
　（８．３％）

保険料
（１０．９９％）

定率市町村負担
　　（８．３％）

支援金
(後期高齢者医療交付金)

（３９．０１％）
   ５４８億円

　定率国庫負担
（２５％）

   ３４５ 億円

○著しい高額な医療費の発生による財政影

響を緩和するため、各広域連合からの拠出

金を財源として、レセプト１件当たり400万円

超の医療費の200万円超の部分について財

政調整を行う。

○保険料未納リスク、給付増リスク及び保

険料率の上昇抑制に対応するため、国、都

道府県、広域連合の拠出により都道府県

に基金を設置し、貸付及び交付を行う。

（拠出割合　国、県、広域連合　各１/３）

■H29決算額

  　　１７１，７６０，７２６円　（積立金）

財政安定化基金

○普通調整交付金（全体の9/10）

　広域連合会の被保険者に係る所得格差による財

政力の不均衡を調整するために交付

○特別調整交付金（全体の1/10）

　災害その他特別な事情を考慮して交付

調整交付金（国）

○高額な医療費の発生による後期高齢者医

療広域連合の財政リスクの緩和を図るため、

レセプト１件当たり80万円を超える医療費の

部分について負担する。

（国及び県が１／４ずつ負担）

■H29決算額　６１６，５７３，２９８円

高額医療費に対する支援

特別高額医療費共同事業

○保険基盤安定制度（市町村１／４・県３／４）

　低所得者等の保険料軽減

　　・均等割7・5・2割軽減

　　・被扶養者の5割軽減

　　■H29決算額　３，０９３，７１０，４１７円

○制度施行後の保険料軽減対策（国）

　低所得者等の更なる保険料軽減

　　・均等割9割、 8.5割軽減

　　・所得割2割軽減

　　・被扶養者7割軽減

低所得者等の保険料軽減のための支援

医療給付費等：           １，３６８億円

■H29決算額　１０，９３６，９２３，２８７円

高額医療費に対する支援

保険料軽減分（公費）

構成比 構成比

15.7% 0.2%

(7.6%) 95.7%

34.1% 0.0%

(9.5%) 0.0%

7.9% 0.1%

37.5% 1.1%

0.0% 2.9%

0.1%

4.5%

0.2%

100.0% 100.0%

【出典】後期高齢者医療事業年報

（単位：千円）

収入 支出
科目 金額 科目 金額

市 町 村 支 出 金 23,037,634 総 務 費 338,467

  (内　保険料負担金） (11,107,295) 保 険 給 付 費 136,620,111

国 庫 支 出 金 49,872,832 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 56,808

  (内　調整交付金） (13,869,591)
特 別 高 額 医 療 費
共 同 事 業 拠 出 金 46,540

県 支 出 金 11,553,497 保 険 事 業 費 117,822

支 払 基 金 交 付 金 54,780,463 基 金 積 立 金 1,507,733
特 別 高 額 医 療 費
共 同 事 業 交 付 金 47,024 諸 支 出 金 4,107,722

繰 入 金 129,996

繰 越 金 6,590,923

財 産 収 入 ・ そ の 他 収 入 263,343

合 計 146,275,712 合 計 142,795,203


